
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

いたばし物価高対策生活応援事業

①板橋区全区民を対象に一人あたり１万円のギフトカード
を配布することにより、昨今の食料品価格等の物価高騰に
よる影響を受けている区民の経済的な負担軽減の一助と
することを目的とする。
②全区民を対象とした交付金を対象経費とする。
③ギフトカード配布　全区民：585,000人　一人あたり1万円
事業費：5,850,000千円（うち1,914,415千円に交付金を充
当）
④事業の対象者：令和8年1月1日時点で板橋区に住民登
録している全区民
＜事業スケジュール＞
予算化時期：令和8年2月
事業始期：令和8年2月
支援開始時期：令和8年4月
事業終期：令和8年12月

R8.2 R8.3

2
③消費下支え等を通
じた生活者支援

プレミアム付商品券事業

①板橋区商店街振興組合連合会が実施するプレミアム付
商品券事業に対し補助金を交付することにより、昨今のエ
ネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けて
いる飲食店をはじめ、小売・サービス業等を営む事業者及
び区民等の生活支援を図るための事業を実施する。
②区負担分を交付金の対象経費とする。
③プレミアム付商品券販売事業【225,600千円（うち62,500
千円に交付金を充当】
事務費：100,600千円
プレミアム商品券：125,000千円(１冊１万1,000円分の商品
券を1万円で12万5千冊販売、プレミアム率10％)、
ただし、商品券には使用期限を定めており、未使用分(未
換金分)は清算処理をする。あらかじめ未換金分を想定し
て2,464千円を補助対象外経費として見込んでおく。
④事業の対象者：区内事業者、区内在住・在勤・在学者

R7.6 R8.3

3
③消費下支え等を通
じた生活者支援

キャッシュレス決済推進事業

①板橋区商店街振興組合連合会が実施するデジタル地域
通貨事業に対し補助金を交付することにより、昨今のエネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けてい
る飲食店をはじめ、小売・サービス業等を営む事業者及び
区民等の生活支援を図るための事業を実施する。
②区負担分（ポイント還元分）を交付金の対象経費とする。
③キャッシュレス決済推進事業【1,505,496千円（うち92,964
千円に交付金を充当
事務費、店舗還元事業：445,060千円
ポイント還元：1,060,436千円[大型キャンペーン668,304千
円(最大15%還元,年3回）、通年キャンペーン29,040千円（全
店1%還元）、商連キャンペーン363,092千円（最大25%還元
年１回）]
対象店舗でいたばしコインでの支払額に対し上記ポイント
還元をおこなう。
④事業の対象者：区内事業者、区内在住・在勤・在学者

R7.4 R8.3

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

キャッシュレス決済推進事業（２月
キャンペーン）

①板橋区商店街振興組合連合会が実施するデジタル地域
通貨事業に対し補助金を交付することにより、昨今のエネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けてい
る飲食店をはじめ、小売・サービス業等を営む事業者及び
区民等の生活支援を図るための事業を実施する。
②区負担分（ポイント還元分）を交付金の対象経費とする。
③キャッシュレス決済推進事業384,400千円（うち192,200千
円）に交付金を充当
事務費：28,600千円
ポイント還元：380,000千円[還元率20％・上限1万円]
決済手数料：△24,200円
対象店舗でいたばしコインでの支払額に対し上記ポイント
還元をおこなう。
④事業の対象者：区内事業者、区内在住・在勤・在学者

R7.12 R8.3

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

福祉施設等物価高騰対策支援事業

①光熱費や食材費等の物価高が続く中、利用者への転嫁
ができない福祉施設等の事業者の負担を軽減するため、
区独自の支援金を支給する。
②区内介護施設・障がい者施設・保育施設・私立幼稚園へ
支援金を支給するための経費を補助対象経費とする。
③介護施設・障がい者施設：
　・入所型施設は定員一人当たり37,000円×5,468人
　・通所型施設は定員一人当たり29,000円×6,257人
　・訪問型施設は一施設当たり59,000円×264施設
　・相談型施設は一施設当たり23,600円×108施設
　保育園：定員一人当たり21,900円×10,858人）
　幼稚園：定員一人当たり27,000円×3,207人
④区内の介護施設・障がい者施設・保育施設（地方公共団
体は含まない）・私立幼稚園

R7.4 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


